
■ 内部評価結果

１．総合計画（後期基本計画）

２．めざす目標

人権学習会の開催回数 5回 Ｈ16 5回 H20 8回 H22 10回 H26

人権学習会への参加者数 450人 H16 864人 H20 1,133人 H22 1,600人 H26

３．評価結果一覧
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Ⅴ パートナーシップ都市 計画項目 人権の尊重基本方針

担当課

（施策） ③

総合計画策定時

（H17）
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H22決算額

（何を対象に、ど
のような状態にし
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事業内容（実績）

事務事業

予算額（単位：千円）

指標名

施策目的 　市民一人ひとりが人権を尊重し、個人の尊厳が守られる地域社会を築く

年度（H20） （現状） （H26）

目標平成22年度実績値
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人権学習を推進します
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評価結果
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6

(294)
1 該当なし
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B

A

現状維
持
A

人権に関わる課題をテーマとした事業の実施と学習機会の提供（人権教育講演会3回）

市民 負
人権啓発推進団体等負担金 市民課

人権啓発推進団体に対して負担金を交付（市人権啓発推進協議会ほか）

人権教育事業 社会教育課 341         471         

縮小縮小

現状維
持

現状維
持

1,372       1,060       

(1,060)

京都弁護士会に委託し無料法律相談を実施(年6回)、北部法律相談ｾﾝﾀｰの運営補助

市民相談室、多重債務相談支援室を開設して市民の悩みやﾄﾗﾌﾞﾙ解決を支援（市民相談257件、多重債務相談153件）

市民課

人権･行政相談事業 市民課

法律相談事業
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Ⅴ ③

① ②

人権と女性のつどい（Ｈ22.11.28アグリセンター大宮）参加者220人

○報償費（要約筆記・手話通訳） 千円

○需用費（チラシ作成、事務用品等） 千円

○委託料（人権と女性のつどい講演会講師委託料） 千円

○使用料（式典備品、看板借上料） 千円

啓発資料等作成

○需用費（啓発物品購入800個、啓発冊子作成1,000部） 千円

○役務費（通信運搬費） 千円

人権の花運動（保育所1園、小学校2校）参加児童197人

○需用費（球根、培養土、看板、記念品等） 千円

○役務費（通信運搬費） 千円

人権啓発映画会（Ｈ22.12.11アグリセンター大宮）参加者130人

○需用費（チラシ作成） 千円

○委託料（映画「火垂るの墓」上映委託料） 千円

その他

○旅費（職員研修等） 千円

○需用費（事務用消耗品、機関紙購読等） 千円

　各事業に一定の参加者を得ており意識啓発は進んでいると思われるが、さらに効果的な人権意
識啓発の推進のために、市民が参加しやすいテーマの工夫、事業実施形式の検討、他事業との共
同開催化など改善していく必要がある。

115

350

66

366

89

05人権啓発事業

決算書 Ｐ.128

　一人ひとりの違いを認め合い、人権が尊重される社会の実現に向け、人権啓発イベントや
事業の実施によって人権問題に対する市民の理解や意識の向上を図る。

最 終 予 算 額

人権の尊重

執 行 率(②－①)

パートナーシップ都市

1,452千円

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

府補 人権問題啓発事業補助金（1/2）

　人権尊重思想の普及啓発を図り、人権問題に対する正しい認識を広めるため、人権啓発映
画会、人権のつどい、人権の花運動等を実施した。
　その他人権啓発事業全般にかかる消耗品費、職員研修旅費等を支出した。

38

2

基本方針 計画項目

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

01社会福祉費 01社会福祉総務費

事 業 所 管 課

03民生費

1,407千円

目
的

評
価
・
課
題
等

人権啓発推進事業

市民部／市民課

45千円 96.9 %

不 用 額

6

46

145

70

114

546千円

府委 地域人権啓発活動活性化事業委託金（10/10） 94千円
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02

Ⅴ ③

① ②

○負担金、補助及び交付金

京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合負担金 千円

京丹後市人権啓発推進協議会ほか負担金 千円

　支援により、人権啓発団体活動の活性化が図られている。
　人権尊重思想の普及推進を図るため、市として関係機関への負担は継続する必要がある。

決算書 Ｐ.128

基本方針

　人権が尊重される社会の実現に向け、人権啓発推進団体に負担金を交付することで団体活
動の活性化を図り、人権問題に対する市民の理解や意識の向上を図る。

100.0 %

不 用 額

0千円

05人権啓発事業01社会福祉総務費

1,372千円

計画項目 人権の尊重

執 行 率(②－①)

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

　人権啓発の推進活動を行う団体、京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合への負担金の支
出を行った。

302

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

01社会福祉費

パートナーシップ都市

事 業 所 管 課

03民生費

1,372千円

目
的

評
価
・
課
題
等

人権啓発推進団体等負担金

市民部／市民課

1,070

決 算 額 最 終 予 算 額
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Ⅴ ③

① ②

○人権教育講演会 【報償費・旅費・需用費・使用料及び賃借料　303千円】

① 日時等　平成22年6月24日（木）　　アグリセンター大宮　　　101人

演　題　「ひとにやさしい地域づくりと公民館活動」

講　師　築山　崇　氏（京都府立大学教授）

② 日時等　平成22年8月27日（金）　　京都府丹後文化会館　　　451人

演　題　「同和教育の歴史に学ぶ」　

講　師　外川　正明　氏（京都教育大学教育実践総合センター教授）

③ 日時等　平成23年3月11日（金）　　峰山地域公民館　　　　　　35人

演　題　「同和教育が大切にしてきたもの」～戦後同和教育の歴史に学ぶ～　

講　師　外川　正明　氏（京都教育大学教育実践総合センター教授）

○その他事務費 【旅費・需用費・使用料及び賃借料　38千円】

Ｐ.336

370千円

(②－①)最 終 予 算 額

人権の尊重

執 行 率

基本方針 計画項目

92.1 %

不 用 額決 算 額

05社会教育費

パートナーシップ都市

事 業 所 管 課

10教育費

341千円

目
的

評
価
・
課
題
等

人権教育事業

教育委員会事務局／社会教育課

29千円

01社会教育総務費

　人権問題についての正しい理解と認識を深め、人権尊重の精神の涵養を図ることを目的と
する。

144千円

12人権教育事業

決算書

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

府補

　人権問題についての正しい理解と認識を深めるため、人権に関わる課題をテーマとした多
様な事業を実施することによって、住民の学習機会の拡充と身近で気軽に参加することがで
きる効果的な学習・啓発活動を進めた。

人権問題啓発事業費補助金（1/2）

・同和教育などをテーマとした人権講演会をそれぞれ開催するとともに、各地域でも啓発用の視
聴覚教材を活用した人権学習会を実施し、人権意識の高揚を図った。
・人権というテーマの講演会は参加者が少ない傾向にある。講師の選定や開催時期の工夫、市内
の各種団体や組織の連携を図るなど、一人でも多くの市民に人権について考えていただく機会を
提供することが必要である。
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Ⅴ ③

① ②

○法律相談事業（年間6回、6町各1回を会場地に設定）

委託料（無料法律相談委託料：京都弁護士会） 千円

○補助金

北部法律相談センター運営補助金 千円

全体事業費　　8,935千円

相続・登記

土地・家屋

離婚

金銭貸借

行政・人権

交通事故

契約

戸籍関係

その他

※宮津相談所

※1回あたり（相談者9人＋予備2人）受付

　相談事業、北部法律相談センターとも一定の利用者数があり、市民ニーズは高いが、民間法律
事務所の開設や各関係団体の無料窓口設置などで対応窓口は充実してきている。

52計

1

1

事 業 所 管 課

02総務費

962千円

目
的

評
価
・
課
題
等

法律相談事業

市民部／市民課

11千円 98.8 %

不 用 額

基本方針 計画項目

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

01総務管理費 01一般管理費

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

京都弁護士会に弁護士派遣を委託し、各町に会場を設定して市民を対象に人権相談、行政
相談と併せて年間6回の無料法律相談を実施した。
また、京都弁護士会の開設する北部法律相談センター（大宮相談所・宮津相談所）の運営
費として、京都府、京丹後市、宮津市、与謝野町、伊根町からそれぞれ補助金を交付した。

　日常生活で発生する法律解釈に関する問題について、弁護士による相談窓口を開設し、市
民の悩みやトラブル解決の一助とする。

07法律･人権･行政相談事業

決算書 Ｐ.76

973千円

最 終 予 算 額

人権の尊重

執 行 率(②－①)

パートナーシップ都市

432

530

北部法律相談センター
（大宮）利用者数

住所地 相談者数

主な相談内容

12

峰山町 21

大宮町 23

網野町 14

丹後町 5

弥栄町 7

久美浜町 5

他市町 48

計 123

112

無料法律相談利用者

住所地 相談者数

峰山町 10

大宮町 10

網野町 16

丹後町 6

弥栄町 4

9

8

6

5

6

計

2

8

52

久美浜町
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① ②

○賃金、共済費（市民相談3人、多重債務支援相談1人） 千円

○旅費（普通旅費：職員出張旅費） 千円

○需用費（消耗品費） 千円

○役務費（多重債務相談用携帯電話使用料、保険料） 千円

○使用料（コピー使用料） 千円

○負担金、補助及び交付金 千円

負担金（人権擁護委員協議会、保護司会、社明運動「きょうたんご市民のつどい」）

　複雑・多様化する相談の市民ニーズに応えるためには現状維持は必要
　また、相談者対応のワンストップ化のために相談窓口の一本化を今後、検討する必要がある。

07法律･人権･行政相談事業

決算書 Ｐ.76

500千円

98.9 %

85

67

61

43

金銭ﾄﾗﾌﾞﾙ

人権の尊重

執 行 率(②－①)

パートナーシップ都市

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

府補 未来づくり交付金（多重債務支援相談員設置事業）

　大宮庁舎内に市民相談室、多重債務相談支援室を設置し、専任相談員が年間を通じて相談
支援や多重債務問題の解決支援を行った。
　また、公用車管理に係る経費、京丹後人権擁護委員協議会・京丹後市保護司会への活動負
担金や啓発のためのイベントに対する協力負担金を支出した。

2,893

基本方針 計画項目

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

01総務管理費 01一般管理費

4,061千円

決 算 額 不 用 額

　日常生活で発生する人権、行政に関する問題等について、専任相談員による相談窓口を設
置し、各関係機関と連携をとりながら、市民の悩みやトラブル解決の支援を行う。

最 終 予 算 額

事 業 所 管 課

02総務費

4,019千円

目
的

評
価
・
課
題
等

人権･行政相談事業

市民部／市民課

42千円

峰山町

870

市民相談 多重債務相談

町別 相談者 主な内容 相談者 町別 相談者 相談種別 相談者

網野町 48 家庭関係 81 網野町 36 相続 4

丹後町 17 資産関係 17 丹後町 20 不動産 1

弥栄町 13 交通関係 7 弥栄町 16 家族問題 8

久美浜町 27 照会 19 久美浜町 24 生活困窮 5

その他 2 苦情 25 他市町 7 その他 5

住所不明 34 その他 26 計 153 計 153

計 257 計 257

30 8

47 生活関係 67 峰山町

大宮町

20 債務相談 122

大宮町 69 人権関係 15
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